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平 成 29 年 ７ 月 27 日 

第 211 回都市計画審議会 

 

（仮称）石神井公園団地地区地区計画の住民原案の申出について 

 

１ 概要 

  練馬区まちづくり条例（平成 17 年 12 月練馬区条例第 95 号。以下「条例」と 

 いう。）では、都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）の委任規定に基づき、地区 

 計画等の決定（変更）に関する住民原案の申出方法等を定めている。 

  今般、石神井公園団地管理組合から地区計画の住民原案の申出があった。 

  本申出は、老朽化した団地の建替えを進めるにあたり、当該団地に都市計画決定

されている一団地の住宅施設を廃止し、それに代えて地区計画を活用することに 

 より市街地環境の整備を図ることを目的としている。 

  住民原案の申出があった場合、区長は当該住民原案を踏まえた地区計画の決定を

する必要があるかどうかを判断することとなる。その判断をしようとするときは、

あらかじめ部会の意見を聴くことと定められている（条例第 21 条第６項） 

 ことから、平成 29 年７月 25 日にまちづくり・提案担当部会を開催した。 

  今後、同部会の意見を踏まえた判断を行い、当該判断に係る区の見解書等を公表

する。 

 

２ 石神井公園団地の概要 

 ⑴ 現況 

所 在 地 上石神井三丁目19番 
 

面 積 約 5.88ha 

住 戸 数 490 戸 

高さ・階数 約 15ｍ、５階建 

棟 数 ９棟 

築 年 数 約 50 年 
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 ⑵ 沿革 

昭和 41 年 「一団地の住宅経営」（現「一団地の住宅施設」）として都市 

計画決定 

昭和 42 年 竣工（施行者：日本住宅公団（現・都市再生機構））、分譲 

 

 ⑶ 用途地域等 

用途地域 
第一種中高層住居 

専用地域 

 

建ぺい率 
60％ 

（※20％以下） 

容積率 
200％ 

（※60％以下） 

高度地区 
20ｍ第２種 

（※５階建） 

  ※ 都市計画「一団地の住宅施設」による制限 

 

 

 

※ 一団地の住宅施設 

  都市計画法に基づく都市施設のひとつ。 

  良好な住環境を有する住宅およびその居住者の生活の利便の増進のため必要な施設を

一団の土地に集団的に建設することにより、適切な居住機能の確保、都市機能の増進を

図ることを目的としている。 

  都市計画として、区域、面積、建ぺい率、容積率の限度、住宅の予定戸数、公共施設・

公益的施設等を定めることとなっている。 

  良好な住環境や生活利便性を高める施設の計画的な整備に資する一方、その後の 

 社会状況や人口構成、ライフスタイルの変化等により、計画で定めた内容が現状に 

 そぐわない状況が生じる場合がある。 

  そのため、国土交通省では、建築物の老朽化により建替えの必要が生じている場合 

 などについて、現在の良好な住環境を「地区計画」の活用により確保したうえで、 

 「一団地の住宅施設」を廃止することが望ましいとの運用指針を示している。 
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３ 住民原案の概要 

 ⑴ 申出人 

   石神井公園団地管理組合 

 ⑵ 申出理由 

   老朽化した団地の建替えに伴い、地区計画を活用して市街地環境の整備を図る

ため 

 ⑶ 計画概要 

  ア 地区施設 

    道路４路線、公園２か所（計約 2,500 ㎡）、緑地３か所（計約 1,700 ㎡）を

地区施設として位置づける。 

  イ 建築物に関する事項 

    緑地・公園・広場ゾーンと住宅ゾーンに分け、ゾーンごとに以下の事項を 

   定める。 

建築物の用途制限、建ぺい率の最高限度、敷地面積の最低限度、壁面の位置

の制限、壁面後退区域における工作物の設置制限、高さの最高限度、形態 

意匠の制限、垣さくの構造の制限、緑化率の最低限度 

 

４ これまでの経過と今後の予定 

  平成28年12月26日    地区計画の住民原案に係る届出 

  平成29年１月29日～31日 管理組合による住民説明会（区域内の住民対象） 

      ２月26日    管理組合による住民説明会（周辺住民対象） 

      ３月23日    地区計画の住民原案の申出 

      ７月25日    練馬区都市計画審議会部会の意見聴取 

      ７月27日    練馬区都市計画審議会へ報告（住民原案の申出） 

      ８月以後    練馬区都市計画審議会へ報告（区の判断等） 

              判断に係る区の見解書等の公表 

 
５ 添付資料 
  （仮称）石神井公園団地地区地区計画住民原案計画書および計画図 Ｐ５～11 
 
６ 参考資料 
  参考資料① 地区計画等の住民原案申出制度           Ｐ13 

  参考資料② 都市計画審議会の常任部会について         Ｐ15 

  参考資料③ 石神井公園団地現況図および住民原案計画図     Ｐ17 
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●手続の流れ 
 

●住民原案の申出人 

①区域内の土地所有者等 ②まちづくりＮＰ

Ｏ法人、一般社団法人または一般財団法人そ

の他営利を目的としない法人 ③認定された

総合型地区まちづくり協議会 ④東京商工会

議所の練馬支部、東京あおば農業協同組合、

商店街振興組合 ⑤認定された町会・自治

会・商店会 
●申出要件 

①申出の区域およびその周辺の住民等への説

明会の開催、十分な意見聴取 

②総合型地区まちづくり協議会および認定さ

れた町会・自治会・商店会による申出は、

申出の区域の過半が総合型地区まちづくり

計画の区域または団体の活動区域に属して

いること 

③東京商工会議所の練馬支部、東京あおば農

業協同組合、商店街振興組合による申出は、

その複数の構成員が申出の区域の住民等で

あり、その団体が当該区域で地区計画等の

策定活動をしていること 

●審査基準 

①都市計画に関する法令上の基準に適合して

いること 

②区のまちづくりの計画に即していること 

③提案内容・区域に合理性があること 

④提案区域および周辺の住民への説明会、十

分な意見聴取を行っていること 

⑤提案区域の周辺環境に配慮していること 

⑥関係する条例・規則、計画・方針に即して

いること 

⑦上記のほか、区長が必要と認める基準に即

していること 

□申出に先立ち、区への届出が必要です。区

は申出に必要な情報の提供等を行います。 

□申出人は、本条例に基づき、申出に際して

一定の支援を受けることができます。 

□区は、申出を踏まえた地区計画等の決定・

変更の判断をしようとするときは、都市計

画審議会部会の意見を聴きます。 

□区は、住民原案を踏まえて地区計画等の決

定・変更を行う判断をしたときは、区によ

る地区計画等の原案を作成し、公告・縦覧

などの手続を行います。 
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都市計画法による地区計画制度がより活用されるよう、都市計画法の委任規定に基づき、本条

例において地区計画等の決定・変更に関する住民原案の申出方法などを定めました。 

◇地区計画等の住民原案申出制度（練馬区まちづくり条例第 19 条～第 23 条） 

届 出 

（28.12.26） 

申出に関する情報提供 

申出人 

説明会の開催 

住民等の意見聴取 

（29.1.29～31） 

※土地利用規制の緩和の場合は 

 周辺住民等への説明会も必要 

（29.2.26） 

一定の支援 
 

判断に係る見解書の公表 

再審査の申出 

審査基準に基づく判断 

審査基準に基づく判断 

判断の公表 

申出人に通知 

都市計画審議会部会

の意見 

都市計画審議会の意見聴取 

判断の公表 

地区計画等の区原案の作成 

（区による手続へ） 

 

申出人に通知 

判断の公表から 

２週間以内 

判断に係る見解書の公表 

都市計画審議会部会の 

意見聴取（29.7.25） 

住民原案の申出 

（29.3.23） 
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■ 都市計画審議会の常任部会について 

 １ 設置根拠 

  ⑴ 練馬区まちづくり条例（平成17年12月練馬区条例第95号） 

   （抜粋） 

第135条 この条例の規定によりその権限に属させられた事項および審議会の議決

により付託された事項を処理するため、審議会に部会を置く。 

 

  ⑵ 練馬区まちづくり条例施行規則（平成18年３月練馬区規則第26号） 

   （抜粋） 

第78条 審議会は、部会について、その担任する事項を定め、常設の部会（以下「常

任部会」という。）を設置するものとする。 

 

 ２ 常任部会の名称および担任事項 

名称 担任事項（概要） 

まちづくり・ 

提案担当部会 

都市計画マスタープランの変更や、重点地区まちづくり計画、 

住民提案制度を活用したまちづくり計画などの案件について審議

する。 

開発調整担当部会 開発事業に係る紛争調整に関する事項について審議する。 

高度地区評価・ 

景観部会 

高度地区で定めた建築物の高さの最高限度の特例許可（緩和）や

練馬区景観条例に基づき提出された建築物等の届出に対する勧告

などについて審議する。 

 
 ３ まちづくり・提案担当部会における審議等の取扱い 

   まちづくり・提案担当部会において、練馬区まちづくり条例の規定により部会

の権限に属させられた事項について、区長の諮問に応じて答申をしたときは、 

  その内容、経過等について、審議会に報告することとなる。 

 

  ※ 練馬区都市計画審議会まちづくり・提案担当部会設置要綱（平成18年３月31日付け

17練都計審第７号） 

   （抜粋） 

第８条 提案部会は、第２条第１号に規定する事項について、区長の諮問に応じて

答申したときは、その内容、経過等について、審議会に報告しなければならない。 
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